
別表第１（第５条関係)

【事務事業の基本的事項】
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【事務事業の今までの成果】

【事務事業を取巻く環境】

【一次評価】

※一次評価の判定がＢ～Ｄのときは、下記に必ず記入すること。

【二次評価】

判 定 判 定 に 至 っ た 理 由

Ｂ
市の主要なシステムの基幹センターであり、又は市民への情報発信基地として重要な役割を
担っている施設であり今後も必要な施設と考えるが、運営形態などについては検討する余地
がある。

判 定 事 業 の 方 向 性 判 定 に 至 っ た 理 由

Ｃ
Ａ 現状のまま継続（実施） 窓口業務の指定管理制度移行が不可欠と考

えられる。また施設としては利用に支障の
出ない範囲でコストの縮減を図る。利用者
にも協力要請し効果的な運用を目指す。た
だし施設設備の規模は簡単に変更できない
ので限界がある。

Ｂ 見直しの上で継続（実施）

Ｃ 大幅な見直しの上で継続（実施）

Ｄ 休止・廃止（統合を含む）を検討する事業

【具体的な今後の取組内容（改善の方向性、対象、意図、手段等について記載すること。）

・電気料の節減：利用の有無に応じ照明スイッチのを行う。屋外夜間照明の点灯数を２割カット。融雪装置の温
度設定を最小化（摂氏零度）。必要最小限の照度まで照明器具の間引き。
・燃料費の節減：温暖化防止のＰＲにより暖房設定温度を22℃に、冷房設定温度を28℃として原則運転する。
・市民等の利用者にも協力を要請。
・当施設は、学習資料館とイベント交流館（教委）・情報関連施設（総務）に分かれ、それぞれ独自の業務形態
となっているが、施設は一元管理（総務）となっている。このため、管理側と運用側でコスト意識が共有できて
いない面もあり、学習資料館等職員と相互に意識を共有徹底し励行する。

国・県・他自治体の動向

委託料の節減：設備保守委託をH19年度より２年の長期継続契約を条件に６％カット
電気料の節減：4980千円(H17)→3995千円(H19)。利用に応じ照明スイッチのオンオフを積極的に行った。屋外夜
間照明の点灯数を２割カット。融雪装置の温度設定を氷結点（零度）まで引下げ積雪が無いときは切断。
燃料費の節減：年34kl(H17)→31kl(H19)。灯油での冷暖房施設。温暖化防止のＰＲにより暖房設定温度を22℃
に、冷房設定温度を28℃として運転した。すでに節減は限界に近いものと思われる。
　本事業は施設（ハード）の維持管理費のみで、各業務に係る費用（ソフト）は別途予算化されているため、一
概に評価が適切であるか判断しづらい。トータル評価と各業務施設単位での評価が必要と考えられる。

事業に対する市民の意見
（事業に対する期待、要望、苦情等）

図書館など窓口業務に関しては、指定管理制度が普及しつつある。

業務以外で利用者の本施設に対する要望は、室内温度や照明照度など需用費
に直接係わる要望がほとんどである。
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